
昨今の高等教育施策、科学技術施策
の主な動向

資料２



Ⅵ．高等教育を支える投資 … コストの可視化とあらゆるセクターからの支援の拡充 …

Ⅴ．各高等教育機関の役割等 … 多様な機関による多様な教育の提供 …

Ⅱ．教育研究体制 … 多様性と柔軟性の確保 …

2040年に向けた高等教育のグランドデザイン（答申）【概要】

Ⅲ．教育の質の保証と情報公表 … 「学び」の質保証の再構築 …

多様な教員多様な学生 多様で柔軟な教育プログラム 大学の多様な「強み」の強化多様性を受け止める柔軟な
ガバナンス等

 必要とされる人材像と高等教育の目指すべき姿  高等教育と社会の関係

Ⅰ．2040年の展望と高等教育が目指すべき姿 … 学修者本位の教育への転換 …

 18歳で入学する日本人を主な対象
として想定する従来のモデルから
脱却し、社会人や留学生を積極的
に受け入れる体質転換

→ リカレント教育、留学生交流の推進、
高等教育の国際展開

 実務家、若手、女性、外国籍など
の様々な人材を登用できる仕組み
の在り方の検討

→ 教員が不断に多様な教育研究活動
を行うための仕組みや環境整備
（研修、業績評価等）

 文理横断・学修の幅を広げる教育、

時代の変化に応じた迅速かつ柔軟
なプログラム編成

→  学位プログラムを中心とした大学制度、
複数の大学等の人的・物的資源の共有、
ICTを活用した教育の促進

 各大学のマネジメント機能や経営
力を強化し、大学等の連携・統合を
円滑に進められる仕組みの検討

 人材養成の観点から各機関の
「強み」や「特色」をより明確化し、
更に伸長

 全学的な教学マネジメントの確立
→ 各大学の教学面での改善・改革に資する取組に係る

指針の作成

 学修成果の可視化と情報公表の促進

 設置基準の見直し
（定員管理、教育手法、施設設備等について、
時代の変化や情報技術、教育研究の進展等
を踏まえた抜本的な見直し）

 認証評価制度の充実
（法令違反等に対する厳格な対応）

高等教育機関への進学者数と
それを踏まえた規模

国公私の役割

地域における高等教育

 歴史的経緯と、再整理された役割を踏まえ、
地域における高等教育の在り方を再構築し
高等教育の発展に国公私全体で取り組む

 国立大学の果たす役割と必要な分野・規模に
関する一定の方向性を検討

 将来の社会変化を見据えて、社会人、
留学生を含めた「多様な価値観が集まる
キャンパス」の実現

 学生の可能性を伸ばす教育改革の
ための適正な規模を検討し、教育の質
を保証できない機関へ厳しい評価

【参考】2040年の推計
• 18歳人口：120万人（2017）

→ 88万人（現在の74%の規模）
• 大学進学者数：63万人（2017）

→51万人（現在の80%の規模）

 各学校種（大学、専門職大学・専門職短期大学、短期大学、高等専門学校、専門学校、大学院）
における特有の課題の検討

 転入学や編入学などの各高等教育機関の間の接続を含めた流動性を高め、より多様なキャリア
パスを実現

 国力の源である高等教育には、引き続き、公的支援の充実が必要

 社会のあらゆるセクターが経済的効果を含めた効果を享受することを踏まえた
民間からの投資や社会からの寄附等の支援も重要（財源の多様化）

 教育・研究コストの可視化

 高等教育全体の社会的・経済的効果を社会へ提示

公的支援も含めた社会の負担への理解
を促進
→ 必要な投資を得られる機運の醸成

Ⅳ．18歳人口の減少を踏まえた高等教育機関の
規模や地域配置 … あらゆる世代が学ぶ「知の基盤」 …

 普遍的な知識・理解と汎用的技能を文理横断的に身に付けていく

 時代の変化に合わせて積極的に社会を支え、論理的思考力を持って
社会を改善していく資質を有する人材

予測不可能な時代
を生きる人材像

学修者本位の
教育への転換

 「何を学び、身に付けることができたのか」＋個々人の学修成果の可視化
（個々の教員の教育手法や研究を中心にシステムを構築する教育からの脱却）

 学修者が生涯学び続けられるための多様で柔軟な仕組みと流動性

2040年頃の社会変化
国連:SDGs「全ての人が平和と豊かさを享受できる社会」
Society5.0 第4次産業革命 人生100年時代 グローバル化 地方創生

→ 国立大学の一法人複数大学制の導入、経営改善に向けた指導強化・撤退を含む
早期の経営判断を促す指導、国公私立の枠組みを越えて、各大学の「強み」を活かした
連携を可能とする「大学等連携推進法人（仮称）」制度の導入、学外理事の登用

 複数の高等教育機関と地方公共団体、産業界が
各地域における将来像の議論や具体的な連携・
交流等の方策について議論する体制として
「地域連携プラットフォーム（仮称）」を構築

→ ・ 単位や学位の取得状況、学生の成長実感・満足度、
学修に対する意欲等の情報

・ 教育成果や大学教育の質に関する情報
の把握・公表の義務付け

→ 全国的な学生調査や大学調査により整理・比較・一覧化

 教育と研究を通じて、新たな社会・経済システムを提案、成果を還元

 多様で卓越した「知」はイノベーションの創出や科学技術の発展にも寄与

 雇用の在り方や働き方改革と高等教育が提供する学びのマッチング

「個人の価値観を尊重する生活環境を提供できる社会」に貢献

教育の質保証システムの確立

「知識の共通基盤」

研究力の強化

産業界との協力・連携

地域への貢献

平成30年11月26日
中 央 教 育 審 議 会
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研究開発力強化法の一部を改正する法律案の概要
（「科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律」への改正）

１．目的・名称の変更

○ 科学技術・イノベーション創出の活性化を通じた知識・人材・資金の好循環の構築を目的
とし、名称を「科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律」に変更。

２．大学・研究開発法人の改革

○ 大学・研究開発法人は、社会からのニーズに的確かつ迅速に応えられるよう経営能力の
強化に取り組むとともに、国は、その取組を支援する旨規定。

３．産学官連携とベンチャー創出力・成長力の強化

○ 組織的な産学官連携の推進に向けた大学・研究開発法人の体制整備等について規定。

○ 大学／研究開発法人発ベンチャーへの支援の強化等のため、
• 研究開発法人による出資の拡大（出資可能な法人の拡大（参考１）／出資先の拡大

（参考２））
• 大学／研究開発法人発ベンチャーへのライセンス・サービスの提供の特例（一定条件

下での株式等の取得／保有）
等について規定。

４．研究開発資金の柔軟な執行と多様化

○ 新たな政策ニーズに対応して迅速に研究開発プログラムを立ち上げることができるよう、
補正予算等が措置された場合に、個別の法改正によらず、資金配分機関（参考３）に基金
を造成できるスキームを構築。

５．人材の育成・活躍の促進

○ 女性及び外国人研究者等の活躍促進に加え、新たに若手研究者が安定かつ自立して研
究できる環境の整備等について規定。

６．その他

○ 地方創生への貢献、エビデンスの活用による科学技術・イノベーション政策の推進等につ
いて規定。

○ 科学技術・イノベーション創出の活性化に向けて更に検討が必要な事項を規定。
• 人文科学も含めた科学技術・イノベーション創出の活性化
• 科学技術・イノベーション創出の活性化の観点からの国立大学法人改革 等

趣旨・背景

概 要

○ 近年、我が国の科学技術・イノベーション力は相対的に大きく低下。

・ 世界イノベーションランキング（WEF）：2012年に5位であったが2016年は8位に後退

・ 大学ランキング（THE）：2014年までは200位以内に5大学入っていたが、2015年以降は東大・京大のみ

○ 激化する国際競争を勝ち抜くには、「イノベーション」の活性化に更に重点を置いた制度改革
が急務。

施行期日

○ 公布の日から起算して６月を超えない範囲内において政令で定める日
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１ 国立研究開発法人日本医療研究開発機構

２ 国立研究開発法人科学技術振興機構

３ 独立行政法人日本学術振興会

４ 国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構

５ 国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

１ 国立研究開発法人情報通信研究機構

２ 国立研究開発法人物質・材料研究機構

３ 国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構

（ ４ 国立研究開発法人科学技術振興機構）

５ 国立研究開発法人理化学研究所

６ 国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所

７ 国立研究開発法人国立がん研究センター

８ 国立研究開発法人国立循環器病研究センター

９ 国立研究開発法人国立精神・神経医療研究センター

１０ 国立研究開発法人国立国際医療研究センター

１１ 国立研究開発法人国立成育医療研究センター

１２ 国立研究開発法人国立長寿医療研究センター

１３ 国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構

１４ 国立研究開発法人国際農林水産業研究センター

１５ 国立研究開発法人森林研究・整備機構

１６ 国立研究開発法人水産研究・教育機構

（ １７ 国立研究開発法人産業技術総合研究所）

１８ 独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構

（ １９ 国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構）

２０ 国立研究開発法人土木研究所

２１ 国立研究開発法人建築研究所

２２ 国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所

出資可能な法人（カッコは現行）

資金配分機関

出資先（カッコは現行）

（ １ 研究開発法人発ベンチャー）

２ 研究開発法人発ベンチャーを支援するベンチャーキャピタル等

３ 共同研究のマッチングやライセンスなど研究開発法人の成果活用を支援する法人

（参考１）

（参考２）

（参考３）
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主な改正事項案

１．「科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律」に題名を変更

２．目的、基本理念等の拡充（第１条～第８条）
科学技術・イノベーション創出の活性化による知識・人材・資金の好循環の構築を実現す

ることを目的に明示するとともに、基本理念への研究開発法人及び大学等の経営能力の強化

等の追加等。

３．起業人材、データサイエンティスト等の人材育成（第１０条）
起業人材やデータサイエンティスト等を育成すべき人材の例示として追加。

４．若年研究者の雇用の安定化（第１２条の２）
若手研究者の雇用の安定化に向けた施策を講ずること及び人事評価の結果に応じた処遇等

について新条追加。

５．クロスアポイントメントの活用（第１５条）
クロスアポイントメントの活用を人事交流の促進に係る条に追加。

６．研究開発の公正かつ適正な実施及び研究費の適正な使用（第２４条の２）
研究費不正使用の防止に加えて、新たに研究不正の防止についても規定。

７．研究開発法人及び大学等における経営能力の強化（第２４条の３）
経営に関する専門人材の育成・確保等について新条追加。

８．研究開発施設・情報基盤の整備（第２４条の４）
研究開発施設・設備、情報基盤や知的基盤の整備について新条追加。

９．マッチングファンドやアワード型研究開発等の活用（第２５条）
マッチングファンドやアワード型研究開発など研究開発方式の適切な活用について、競争

の促進に係る条に追加。

１０．間接経費等の措置（第２６条の２、第３４条の３）
国の公募型研究開発や民間事業者との共同研究に係る間接経費等の措置について新条追加。

１１．基金の造成（第２７条の２、第２７条の３）
予算が措置された場合における迅速な資金配分機関への基金の造成について新条追加。
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１２．民間資金の導入促進（第３０条）
研究開発法人及び大学等への民間投資の拡大のため、民間資金の受入れ状況に応じて国が資

金を配分する仕組みの活用を例示として追加。

１３．研究開発等に係る寄附の促進等（第３１条）
科学技術に対する国民の理解増進、寄附の積極的な受入れについて新条追加。

１４．組織的な産学官連携の促進（第３４条の２）
組織対組織の産学官連携を促進するために必要な体制の整備等について新条追加。

１５．株式等の取得及び保有等（第３４条の４、第３４条の５）
研究開発法人及び国立大学法人等による法人発ベンチャー支援に際しての株式又は新株予約

権の取得及び保有について新条追加。

１６．研究開発法人による出資機能の拡大（第３４条の６）
出資可能な研究開発法人及び出資先の拡大について新条追加。

１７．科学技術・イノベーション創出を通じた地方創生（第３４条の７）
個性豊かで活力に満ちた自立的な地域社会の実現に向けた産学官連携の促進等について新条

追加。

１８．公共事業等における革新的技術の採用促進等（第４４条の２）
公共事業等において革新的な研究開発の成果等の活用等について新条追加。

１９．ＣＳＴＩにおけるエビデンスベーストポリシーの推進（第４７条の２）
ＣＳＴＩによるエビデンスの活用による政策の推進と関係機関の協力について新条追加。

２０．人文科学、国大改革、知財利活用及び公募型研究開発に係る資源配分について
の検討規定（第４９条～第５２条）
政府において今後検討すべき事項として、以下を規定。
・人文科学を含む科学技術・イノベーション創出の活性化

・科学技術・イノベーション創出の活性化の観点からの国立大学改革

・著作権その他の知的財産の利用及び活用の在り方

・公募型研究開発に係る資源配分の在り方

２１．罰則（第５３条）
基金の運用及び出資に関する認可に係る罰則（過料）を新たに規定。
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地域における大学の振興及び若者の雇用機会の創出による

若者の修学及び就業の促進に関する法律

(2)特定地域内の大学等の学生の収容定員の抑制【第13条関係】

○ 例外事項の具体例

・スクラップアンドビルドによる新たな学部等の設置

・留学生や社会人の受入れ

・夜間・通信教育を行う学部・学科を設置する場合

・収容定員増等について、投資・機関決定等を行っている場合

・専門職大学等の設置（５年間の経過措置）

（※）学生が既に相当程度集中している地域等として東京23区を政令で規定。

○ 大学等の設置者又は大学等を設置しようとする者は、特定地域内(※)の大学等の学部等

の学生の収容定員を増加させてはならない（10年間の時限措置）。

(3)地域における若者の雇用機会の創出等【第15条関係】

○ 国は地方公共団体と連携して地域における若者の雇用機会の創出等の必要な施策を講

ずるように努める。

(1)地域における大学振興・若者雇用創出のための交付金制度
（キラリと光る地方大学づくり）

○ 地方公共団体は、内閣総理大臣が定める基本指針に基づき、地

域の中核的産業の振興や専門人材育成等に関する計画を作成し、

内閣総理大臣の認定を申請。【第４条及び第５条関係】

地方公共団体

大学等 事業者

地域における
大学振興・若者雇用創出

推進会議

日本全国や世界中から学生が集まる

キラリと光る地方大学づくり

○ 地方公共団体は、計画の案の作成等について協議する

ため、大学及び事業者等と地域における大学振興・若者雇

用創出推進会議を組織。【第10条関係】

○ 国は、計画の認定を受けた地方公共団体に対し、交付金(※)

を交付。【第11条関係】

我が国における急速な少子化の進行及び地域の若者の著しい減少により地域の活力が低下

している実情に鑑み、地域における若者の修学及び就業を促進し、地域の活力の向上及び持続

的発展を図るため、内閣総理大臣による基本指針の策定及び地域における大学振興・若者雇用

創出事業に関する計画の認定制度並びに当該事業に充てるための交付金制度の創設等の措置

を講ずる。

法律の概要

東京一極集中是正に向けた他の施策と合わせ、2020年時点で地方・東京圏の転出入均衡を目指す。
（参考：2016年の東京圏への転入超過数は約12万人）

目標

（※）内閣府交付金分70億円（文部科学省予算等を含む地方大学・地域産業

創生事業100億円の内数）【平成30年度予算】

【主な施策】
①地元中小企業等でのインターンシップ、②プロフェッショナル人材、③奨学金返還支援制度
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